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は じ め に
　手段的日常生活動作（Instrumental Activities of Daily 
Living；以下，IADL）は，ADL（食事，移動，整容など）
よりも高次の機能で，個人が社会的環境に適応するため
の活動能力を反映しており，また，地域で自立した生活
を送るため必要な活動能力を指す。地域高齢者の IADL
能力は生命予後 1），フレイルの予測因子 2）であるとさ
れているため，その維持は重要である。
　2011 年 3 月に東京電力福島第一原子力発電所事故（以
下，原発事故）が発生し，その被災地域では多くの地域
住民が避難を余儀なくされた 3）。災害後避難は，高齢者
の身体活動量 4），食事摂取状況 5）に影響を及ぼし，筋
骨格系の疼痛 6）や精神的健康状態の悪化 7）を引き起こ
すとされている。
　さらに，コミュニティの分断が起こり，特に高齢者で
は自立した生活の維持が困難となると考えられる。先行
研究では，原発事故から 5 年後でも，避難区域に指定さ
れた市町村では介護認定率が高かったと報告されてい
る 8）。このように，自治体単位の大規模避難が起こった
自治体においては，帰還者の IADL が低く，日常生活
に介護を必要とする高齢者が多いと考えられるが，その
実態を明らかにした報告はない。
　本研究では，原発事故による避難後に帰還した地域高
齢者における IADL 能力について，原発事故から 9 年
半後の状況を調べ，その関連要因を精神的健康状態と身
体機能に着目して検討した。これにより，避難を余儀な
くされた高齢被災者が，帰還後に長期的に自立した生活
を送るための支援策に役立てることを目的とした。

方　　　法
1．対象者
　福島県双葉郡川内村に居住している 65 歳以上の者と
した。

2．データ測定
　川内村保健・福祉・医療複合施設内に，「運動相談会」
を開催することとしてブースを設置し，開催当日に来場
された方に質問票による調査および測定を行った。
　「運動相談会」の開催については，事前に村民にチラ
シ，広報により案内した。データ測定期間は 2020 年 11
月 2 ～ 13 日とした。
3．測定項目
1）基本属性（年齢，性別，家族構成，くらし向き），健

康状態（既往歴，疼痛の有無），就労の有無，農作業
実施の有無，東日本大震災発生時の居住地（川内村
内か否か）

2）外出頻度（週 1 回以上／月に 1 ～ 3 回／ほとんどま
たはまったく外出しない）

3）精神的健康状態：WHO-5 精神的健康状態表日本語版
　過去 2 週間の気分状態を問う 5 つの質問から構成
されており，各項目 5 点，計 25 点満点で評価した。
高得点は精神的健康度が高いことを示す。

4）友人と会う頻度（ほぼ毎日／週 2‒3 回／週１回程度
／月 1‒2 回／年に数回／会っていない），地域活動
への参加の有無

5）身体機能：CS‒30
　「腕を組んだまま座位から素早く立ち上がり，開始
姿勢に戻る」を可能な限り多く繰り返し，30 秒間に
椅子から立ち上がることのできた回数を記録した。

6）IADL：JST 版活動能力指標
　以下に示す 4 つの領域について各 4 点満点，合計
16 点満点で評価した。
新機器利用：生活に使う新しい機器を使いこなす能力
情報収集：より良い生活を送るため自ら情報収集し
活用する能力
生活マネジメント：自分や家族，周辺の人々の生活
を見直し，管理する能力
社会参加：地域の活動に参加し，地域での役割を果
たす能力

4．解析
　まず JST-IC 得点により評価した IADL 能力とその
他の項目に関する記述的データをまとめた。その後，
IADL 能力と身体機能，精神的健康状態との関連を検
討するためにピアソンの相関係数を算出した。すべて
の分析の有意水準は，5% とし，解析には IBM SPSS 
Statistics for Windows, version 21（IBM Corporation, 
Armonk, NY, USA）を用いた。
5．倫理的配慮
　本研究は，福島県立医科大学倫理委員会（一般 2020-
148）の承認を受け実施した。すべての参加者から文書に
よる研究参加の同意を得た。

結　　　果
　研究協力に同意した 31 名のうち IADL の項目に欠損
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値のない 29 名のデータを解析した。JST-IC スコアの
平均値は 9.4 ± 3.0 であった。男性では精神的健康状態
が IADL 能力と有意に関連していた（r=0.75, p=0.012）。
女性では，身体機能（r=0.67, p=0.004）と精神的健康状
態（r=0.55, p=0.015）が IADL 能力と有意に関連してい
た（表 2）。

考　　　察
　本研究では，川内村の高齢者の IADL 能力を調査し
たが，IADL の得点は 9.4 ± 3.0 で，日本人の標準値（9.5
± 4.2）9）と比べて明らかな差は認められなかった。
　IADL 能力と身体機能の関連については，女性にのみ
認められた。先行研究では，握力で評価した筋力が高齢

表 1　各項目の集計結果（n=29）

平均±標準偏差（最小値 ‒ 最大値）または、人数として表記
*：WHO-5 精神的健康状態表日本語版の得点（高いほど精神的健康状態が良い）

項目 カテゴリ
年齢 75.5 ± 7.4（66‒90）
性別 男性／女性 10 ／ 19
家族構成 単身／夫婦のみ／その他 2 ／ 13 ／ 14
暮らし向き 苦しい 0

やや苦しい 1
普通 25

ややゆとりがある 3
ゆとりがある 0

既往歴 あり／なし 19 ／ 10
体の痛み あり／なし 18 ／ 11
就労 している／していない 6 ／ 23
農作業 している／していない 11 ／ 18
震災前の居住地 川内村／村外 23 ／ 6
外出頻度 週 1 回以上 26

（調査時） 月 1‒3 回 3
ほとんどまたはまったくしない 0

外出頻度 週 1 回以上 27
（コロナ流行前） 月 1‒3 回 2

ほとんどまたはまったくしない 0
精神的健康状態 * 17.3 ± 4.9（6‒25）
友人と会う頻度 ほぼ毎日 10

週 2‒3 回 8
週１回程度 4
月 1‒2 回 5
年に数回 1

会っていない 1
地域活動への参加 あり／なし 13 ／ 16
CS-30 17.4 ± 6.7（8‒34）

表 2　各項目と IADL（JST 版活動能力指標の合計得点）の相関関係（男女別）

項目
IADL（JST 版活動能力指標の合計得点）

男性（10 名） 女性（19 名）
r p r p

年齢 0.29 0.422 ‒0.32 0.176
精神的健康状態 0.75 0.012 0.55 0.015
身体機能 ‒0.08 0.838 0.67 0.004

r：ピアソンの相関係数
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者の IADL 能力の自立度と関連することが報告されて
いる 10）。本研究の結果，性別では女性で IADL 能力と
の関連が強いことが示され，特に女性において機能低下
が IADL 能力の低下と関連する可能性が示唆された。
　精神的健康状態については，男女ともに IADL 能力
と関連していることがわかった。これは，IADL 能力と
抑うつ症状が関連すると報告する先行研究を支持する結
果となった 11）。さらに，東日本大震災の被災高齢者に
おいては，精神的苦痛が機能障害の発生リスクを増大さ
せることが，前向きコホート研究により報告されてい
る 12）。帰還者における精神的健康状態の低下は，機能
障害の要因となり，IADL 能力の低下を引き起こすおそ
れがある。したがって，精神的健康状態を良好に保つこ
とは，IADL 能力の維持のために重要であることが示唆
された。ただし，IADL 能力低下と抑うつ症状は時間の
経過とともに相互に強化され，逆の因果関係が成立する
可能性がある 11）ことに注意が必要である。
　本研究の結果を踏まえ，帰還高齢者の IADL 能力を
維持するためには，対象者の精神的健康状態，身体機
能を良好に保つことが望まれる。Matsuyama ら 13）は，
被災者における個人レベルおよびコミュニティレベルの
社会的支援が精神的苦痛の低さと関連していると報告し
ている。ゆえに，帰還者を対象に地域住民間の地域交流
の機会（サロンなど）を創出し，参加を促すことは有益
であると考えられる。さらに，Amagasa ら 14）は，社
会参加には，特に女性の精神的苦痛に対して保護的な効
果を有すると報告した。また，男性においては，組織内
で役割を有することが精神的健康状態と関連するとされ
ている 15）。このように，精神的健康状態の向上を狙い
とした介入方策の検討にあたっては，対象者の性別を考
慮することも有益であると考えられる。
　身体機能の向上には，エクササイズマットや抵抗バン
ドなどの自宅用用具の所有が効果的であるとする，高齢
者を対象とした報告がある 16）。Greiner ら 17）は，東日
本大震災の被災地域で，週に 1 回，24 週間実施される
介入プログラム（40 分間の運動と 20 分間の交流時間）
を行うことで参加者の身体機能が向上したと報告してい
る。別の研究では，身体活動を含む集団介入プログラム
が帰還高齢者の精神的健康状態を改善したと報告してい
る 18）。このような地域に根ざし，対象者同士の交流を
組み合わせた運動プログラムの実施は精神的健康状態の
維持に有益であると考えられる。
　本研究の限界として，横断研究であるため IADL と
関連要因の因果関係について言及することができない，
サンプルの代表性が担保されていない，サンプルサイズ
が小さいため多変量解析が行えない，検出力が低くいく
つかの IADL 能力との関連要因が見落とされている可
能性がある，という点が挙げられる。これらの限界のた
め，結果は慎重に解釈する必要がある。母集団における
IADL 能力の決定要因を明らかにするためには，より大

きなサンプルサイズと縦断設計による研究の実施が必要
である。
　本研究では，原発事故の被災地における帰還高齢者の
IADL 能力の現状と男女別の関連要因を検討した。現在

（令和 4 年 3 月 7 日現在 福島県調べ）でも，福島県内外
で避難している福島県民は多く，33,365 人にのぼる。避
難者の中には，避難指示解除や環境の整備を待って，故
郷への帰還を希望する者もいる。今後，避難先から帰還
する高齢者に対しても，帰還後の IADL 能力維持のた
めの支援を行うことが望ましい。

結　　　語
　東日本大震災が発生し，避難後に帰還した高齢者の
IADL 能力は，全国の標準データに比べて明らかな差は
認められなかった。女性の身体機能と男性・女性の精神
的健康状態は，IADL 能力と関連していた。
　IADL 能力を維持するためには，精神的健康状態を維
持し，女性の活動的な生活習慣の獲得を推奨することで
改善することが有益である可能性がある。
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